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第19回ガス事業制度検討WG
（2022年3月7日）資料3
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検討の進め方

⚫ 都市ガスのカーボンニュートラル化の様々な手段について現状や技術開発等の動向を整
理した上で、海外の動向も確認しながら、我が国の都市ガスのカーボンニュートラル化を
推進していくための今後の方策について幅広く検討を行うこととしたい。

⚫ その上で、本日は、全体を概観しつつ、全般的にご意見をいただきたい。

⚫ 次回以降は、都市ガスのカーボンニュートラル化の各手段について、現状、技術開発の
動向、海外の動向等の詳細に加え、都市ガスのカーボンニュートラル化を促進するための
制度、規制、経済的インセンティブ、支援等を扱うこととし、検討を深める。

⚫ 概ね月１回の頻度で検討を行い、6月を目途に、中間とりまとめを目指す。



検討に係る基本的視点

⚫ 昨年2月のロシアのウクライナ侵攻によりエネルギーを巡る情勢は一変したが、カーボンニュート
ラルの実現に向けた世界的な潮流は、国際的なエネルギー情勢の不安がある中でも、大きな
方向性は揺らいでいない状況。

⚫ 我が国も、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、エネルギーの安定供給を大前提
としつつ、合成メタン、バイオガス・バイオメタン、水素等の利用比率を高めていく等により、着
実に都市ガスのカーボンニュートラル化を進めていく必要がある。

⚫ 合成メタン、バイオガス・バイオメタン、水素等の利用を促進するための、制度、規制、経済的
インセンティブ、支援等について、どのような方策をどのようなタイミングで講じることが考え
られるか。

⚫ 我が国の都市ガスの安定供給の観点から、万が一の事態に備えて、昨年、ガス事業法・
JOGMEC法を改正。また、電気とガスの垣根を超えたLNG融通の枠組みを整備した他、天
然ガスを経済安保法上の「特定重要物資」に指定したことに基づき、戦略的余剰LNG確保
の仕組みの整備を行っているところ。

⚫ 足下の国際的なLNG供給を巡る状況も踏まえ、S+３Eを前提とした我が国の中長期の
都市ガス原料供給のポートフォリオのあり方や、適切な供給ポートフォリオを構築・維持して
いくにあたり必要な政策的対応について、どのように考えるか。
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１ 都市ガスカーボンニュートラル化の手段
（１）合成メタン
（２）バイオガス、バイオメタン
（３）水素
（４）LNG＋CCUS/カーボンリサイクル
（５）LNG＋クレジットによるオフセット
（６）全体概要
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１ 都市ガスのカーボンニュートラル化の手段（総論）

⚫ 都市ガスのカーボンニュートラル化の手段としては、供給するガス種の変更を伴うものと、
カーボンニュートラル化に資する手立てによるものが存在。

⚫ 各手段は、技術の成熟度、経済性、需要家の選好等により、今後、選択・棲み分けが
進むと考えられるため、現時点で長期的に重要な選択肢が狭められないよう形で、各手
段の導入促進の方策を検討することが重要。

カーボンニュートラル化の手段

供給するガス種の変更 合成メタン（e-methane）

バイオガス、バイオメタン

水素

その他

カーボンニュートラル化に資する手立て LNG + CCUS/カーボンリサイクル

LNG + クレジットによるオフセット

その他
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１（１）合成メタン（e-methane）

⚫ 合成メタンのうち、再エネ等由来の水素を利用してメタネーションを行うものを、特に「e-
methane」として、水素利用の一形態として推進。

⚫ 2021年6月にメタネーション推進官民協議会を設置し、多様な関係者により議論。
（次回以降、官民協議会における検討内容について紹介予定）

⚫ 合成メタンの供給・利用については、主として、①海外で生産・液化して日本に輸出し、既存の都
市ガス導管を通じて供給するモデル、②国内の工場等で排出される二酸化炭素を回収、水素と
合成し、合成メタン（e-methane）として工場等で利用するモデルが検討されている。大手都
市ガス事業者は、都市ガスのカーボンニュートラル化の主要方策として、再エネ電気が安価な海外
での合成メタン（e-methane）生産と日本への輸出を志向する。

⚫ 実用化・社会実装に向けて、①大規模で高効率な生産技術の確立、②カーボンリサイクル燃料と
しての燃焼時の二酸化炭素排出に係る国内外の制度・ルール等の調整、③規制・制度、環境価
値の認証・移転等の仕組み、支援策などの検討が重要。

⚫ 国は、NEDO事業、GI基金により、技術開発を支援。また、国の支援に依らない民間事業者によ
る技術開発・実証の取組も実施。

⚫ 合成メタン（e-methane）は、その製造に回収した二酸化炭素を用いるため、化石燃料利用
に伴う追加的な排出を抑制する。ただし、燃焼時にはこの二酸化炭素が排出されるため、燃焼時
の二酸化炭素排出の取扱いに関する国際・国内ルール整備に向けて調整が必要。

⚫ GX実現に向けた基本方針において、カーボンリサイクル燃料の一分野として記載。

資料案
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①海外で生産・液化して日本に輸出し、既存の都市ガス導管を通じて供給するモデルと、
②国内の工場等で排出される二酸化炭素を回収、水素と合成し工場等で利用するモデ

ルが検討されている。

【参考】合成メタン（e-methane）の供給・利用の態様



• 供給サイドでは、高効率な大量生産技術を開発中であり、現在、400Nm3/h級メタ
ネーション設備を開発中。2030年以降に向けては１万Ｎ㎥以上の生産技術の確立
が目標。

• また、ガス事業者は、再エネ電気が安価な海外でのe-methaneの製造と日本への供
給に向け、米国等でFS調査を実施中。

【参考】合成メタン（e-methane）導入に向けた主な取組①

9

供給側／技術開発

技術開発 実証 商用化

8Nm3/h～ 400Nm3/h～ 1万Nm3/h 6万Nm3/hNEDO事業
ロードマップ
イメージ

GI基金

•海外からの大規模供給に向けたFS調査を実施中
➢三菱商事・東京ガス・ 大阪ガス、

東邦ガス（米国）

➢大阪ガス、トールグラス、グリーンプレーンズ（米国）

※バイオマス由来二酸化炭素と水素でメタネーション

➢東京ガス・住友商事・ペトロナス（マレーシア）

➢INPEX・大阪ガス（豪州） 等

東京ガス・大阪ガスが
高効率な革新的技術

の開発を開始

供給側／海外FS

NEDO事業

INPEX、
日立造船が
開発済み

INPEX、大阪ガス
が建設中

自主的取組
東京ガスが

鶴見で実証中



• 需要サイドでは、国内でのメタネーション実施を念頭に、国内の工場等から排出される二
酸化炭素を回収し工場等内でe-methaneとして利用する技術開発・実証や、近隣
の工場等から排出される二酸化炭素を回収し地域的にメタネーションを行う取組のFS
調査も進展中。

【参考】合成メタン（e-methane）導入に向けた主な取組②

需要側／国内

太平洋セメント
•回収したCO2を合成メタンとしてセメント製造工程で活用するのに適したメタネーションの利用システム
開発に着手。【GI基金】

JFEスチール
•回収したCO2を合成メタンとして高炉の製鉄プロセスに必要な還元材に活用するカーボンリサイクル高
炉の開発に着手。【GI基金】

デンソー •回収したCO2を合成メタンとして工場内で循環するCO2循環プラントの実証を実施。

アイシン・デンソー・
東邦ガス

•工場から回収したCO2を、LNG基地へ運搬し、海外から輸入した水素と合成メタンを製造し、都市ガス
導管を用いて当該工場に供給するCO2循環モデルのFS調査を実施。

日立造船 •小田原市の清掃工場から回収したCO2を活用したメタネーションモデル実証を実施。

10
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第20回ガス事業制度検討WG
（2022年4月26日）資料5
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【参考】GX実現に向けた基本方針（2022年12月22日・GX実行会議）（抜粋）

13) カーボンリサイクル／CCS 
① カーボンリサイクル燃料
カーボンリサイクル燃料は、既存のインフラや設備を利用可能であるため脱炭素化に向けた投資コ

ストを抑制することができるとともに、電力以外のエネルギー供給源の多様性を確保することでエネル
ギーの安定供給に資する。

メタネーションについては、燃焼時の二酸化炭素排出の取扱いに関する国際・ 国内ルール整備に
向けて調整を行い、グリーンイノベーション基金を活用した研究開発支援等を推進するとともに、実用
化・低コスト化に向けて様々な支援のあり方を検討する。

SAF や合成燃料（e-fuel）については、官民協議会において技術的・経済的・制度的課題や
解決策について集中的に議論を行いつつ、多様な製造アプローチ確保のための技術開発促進や実
証・実装フェーズに向けた製造設備への投資等への支援を行う。
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【参考】カーボンリサイクル燃料の今後の道行き
GX実行会議（第5回）

（2022年12月22日）資料2
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１（２）バイオガス・バイオメタン

⚫ バイオガスは、バイオマス由来の燃料ガスで、汚泥・汚水やゴミ、家畜等の排泄物、エネ
ルギー作物などのメタン発酵により発生するガス。バイオメタンは “renewable 
natural gas”と呼ばれることもあり、一般的には、バイオガスから二酸化炭素等を除去
して純度を高めたもの。

⚫ 我が国におけるバイオガスの都市ガス利用は一部に限定。国内生産されたバイオガスの
多くは、経済性や物理的制約の観点から、固定価格買取制度のある発電用燃料とし
て活用。

⚫ 都市ガス分野のバイオガス利用促進のための制度的仕組みとしては、現在、エネルギー
供給構造高度化法において、特定燃料製品供給事業者である大手ガス事業者３社
に対し、「判断の基準となるべき事項」を定め、バイオガス利用の取組を求めている。



⚫ バイオガス・バイオメタンは、地域資源を活用したガス体エネルギーのカーボンニュートラル化に資するため、各
地域における取組みも進められている。

※出典：令和3年8月17日「新潟県長岡市 第1回持続可能な
循環型社会の構築に向けた研究会」資料7-3

• 北陸ガスは長岡中央浄化センターから、余剰ガスと
して焼却していた「消化ガス※」を受け入れ、都市ガ
ス原料として有効利用

• 1年間で一般家庭約800世帯分に相当する量を
利用（2020年度実績）

※下水処理汚泥中の有機質が微生物によって分解
されて生ずるバイオガス

長岡中央浄化センター
ガスタンク

消化ガス受入設備

北陸ガス・新潟県長岡市

※出典：令和3年1月28日「第5回2050年に向けたガス事業の在り方」
研究会」資料10

• 日本ガスは近隣の清掃工場の生ごみから発生する
バイオガスを都市ガス原料として有効利用

• 2022年1月から約20年間にわたって、150万N㎥
/年を受入れ予定（日本ガスにおける家庭用都市
ガス需要の約6.5%に相当）

日本ガス・鹿児島市

【参考】都市ガス事業者によるバイオガス利用の事例（大手3社以外）

15
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第18回ガス事業制度検討WG
（2021年6月1日）資料8

【参考】エネルギー供給高度化法によるバイオガス利用促進
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１（３）水素

⚫ 我が国で想定される水素による化石燃料の代替需要は多岐にわたるが、LNGの代替と
しては、例えば、火力発電の燃料（ガス火力の混焼・専焼）、産業用熱需要の燃料
（工業炉・ボイラー・バーナー等）が想定。

⚫ LNGの代替としての活用に限らず、水素の導入促進一般について、 規制・支援一体型
での包括的な制度を検討中。

⚫ 我が国では、水素供給方法は専用導管やローリーの活用を想定しているところ、一部
の都市ガス事業者による、専用導管による水素供給の取組が開始予定。

⚫ 一般の需要に応じ導管により水素の小売供給を行う事業は、現行法においては、ガス
事業法の適用を受けることになるが、安全面・技術面における制度的手当の要否につい
て検討が必要。



【参考】ガス小売事業者による水素の直接利用事例

⚫ ガス事業者による水素の導管供給に向けた取組みが進められているが、いずれも水素
専用の小売導管による供給。

HARUMI FLAGでの水素供給みなとアクルス(再開発地区)での水素供給

⚫ 東京ガスは、2023年下期よりHARUMI FLAGでの
水素供給を開始予定。

⚫ 日本初のガス事業法を適用した水素供給事業で
あり、約１kmの水素パイプラインを敷設し、純水素型
燃料電池での水素直接利用を予定。

出典：第2回東京グリーン水素ラウンドテーブル 東京ガス株式会社説明資料より抜粋

⚫ 名古屋市と東邦ガスが進める脱炭素先行地域に
おいて、街区内への水素供給を予定。

第二期開発

水素ステーション

出典：業界団体等へのヒアリングにより作成 18
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【参考】水素・アンモニアの支援制度の検討状況について
水素政策小委員会/アンモニア等脱炭素燃料政策小委
員会合同会議中間整理の概要（2023年1月4日）



20

【参考】水素保安戦略（案）の概要 第５回水素保安戦略の策定に係る検討会
（2023年12月26日）参考資料
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【参考】水素・アンモニアの今後の道行き
GX実行会議（第5回）

（2022年12月22日）資料2
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１（４）LNG＋CCUS/カーボンリサイクル

⚫ CCSは、火力発電の脱炭素化や、素材産業や石油精製業といった電化や水素化等で
脱炭素化できず二酸化炭素排出が避けられない分野を中心として、CCU/カーボンリサ
イクルとともに活用する必要があるという位置づけ。2030年までの事業開始に向けた事
業環境を整備し（コスト低減、国民理解、海外CCS推進、CCS事業法整備）、
2030年以降に本格的にCCS事業を展開する。

⚫ カーボンリサイクル燃料以外のCCU/カーボンリサイクル製品については、二酸化炭素を原
料とするコンクリートや化学製品等についての検討が進められている。

２を原料とするコンクリートや化学製品等

排出が避け

られない分野を中心として、カーボンリサイク
とともに活用する必要があるという位

年までの事業開始に向けた事
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2050年カーボンニュートラルに向けたCCUSの位置づけ

⚫ 2050年カーボンニュートラル目標の実現に向けて、火力発電所の脱炭素化や、素材産
業や石油精製産業といった電化や水素化等で脱炭素化できずCO2の排出が避けら
れない分野を中心に、CCSはCCUとともに最大限活用する必要がある。

⚫ CCSは、再生可能エネルギー、原子力、水素・アンモニアとともに、日本の脱炭素化と産
業政策やエネルギー政策を両立するための「鍵」となる重要なオプションの一つ。

CCS長期ロードマップ検討会
最終とりまとめ（案） 説明資料

（2023年1月26日）



【基本理念】
CCSを計画的かつ合理的に実施することで、社会コストを最小限にしつつ、我が国のCCS

事業の健全な発展を図り、もって我が国の経済及び産業の発展、エネルギーの安定供給確
保やカーボンニュートラル達成に寄与することを目的とする。

【目標】
2050年時点で年間約1.2～2.4億tのCO2貯留を可能とすることを目安に、2030年まで

の事業開始に向けた事業環境を整備し（コスト低減、国民理解、海外CCS推進、CCS事業
法整備）、2030年以降に本格的にCCS事業を展開する。

【具体的アクション】
（１）CCS事業への政府支援
（２）CCSコストの低減に向けた取組
（３）CCS事業に対する国民理解の増進
（４）海外CCS事業の推進
（５）CCS事業法（仮称）の整備に向けた検討
（６）「CCS行動計画」の策定・見直し 24

ビジネスモデル構築期 本格展開期

～2030 ～2050

CCS事業開始 年間貯留量1.2～2.4億ｔ

CCS長期ロードマップ
CCS長期ロードマップ検討会

最終とりまとめ（案） 説明資料
（2023年1月26日）



ビジネスモデル構築期 本格展開期

25

～2023 ～2026 ～2030 ～2050

（１）CCS事業への政府支
援

（３）CCS事業に対する国
民理解の増進

（２）CCSコストの低減に向
けた取組

（４）海外CCS事業の推進

（５）CCS事業法（仮称）
の整備に向けた検討

（６）「CCS行動計画」の策
定・見直し

地質構造調査の実施と調査データの貸出

モデル性のある先進的CCS事業を支援し、2030年までに年間貯留量600～1,200万tの確保にめどをつけることを目指す

【支援対象】

2030年までの事業開始を目標として以下に取り組む事業者主導の事業

• CO2回収源のクラスター化やCO2貯留地域のハブ化による事業の大規模化

• 圧倒的なコスト低減

• CO2貯留地域の理解を得る方向で進める 等

【事業の想定スケジュール】

※CO2の回収源、輸送方法、CO2貯留地域の組み合わせが異なる複数プロジェクトを選定予定

CCS適地の検討、
事業性調査等

試掘、貯留量評価等 掘削、設備投資等 操業
最終投資

決定

CCS事業の持続性に関する検討と支援の実施

• 2050年におけるCCSのコスト目標を2023年比で、分離・回収コストは4分の1以下、輸送コストは7割以下、貯留コストは8割以下と設定

• コスト低減を可能にする技術の研究開発・実証を推進

2030年まで当面、国主導により地域毎にCCUS説明会を開催

CO2の貯留場が立地される地域の関係者の理解を得るために、丁寧な説明を行うことに加え、

地方公共団体や民間団体が行うCCSを中核としたハブ＆クラスターや関連する産業・雇用の創

出に向けた活動を支援する仕組みを検討

日本やアジア諸国が進める「アジアCCUSネットワーク」やJOGMECリスクマネー供給等によるプロジェクト支援を通じて、日本企業の権益取得を支援するほか、

CO2の輸出を可能とするため国際交渉に着手する

法整備
できる限り早期に
法制度化を準備

CCS行動計画策定
• 年間貯留量目標の精緻化
• コスト目標の見直し
• 技術開発指針の作成
• 適地調査計画の作成

省エネルギーや電化、水素化等による脱炭素化の取組の進捗、コスト低減の
進捗等を踏まえ、必要な見直しを実施

試掘権の設定

貯留事業権の設定

検討結果を踏まえて取組を実施

CCS長期ロードマップ（続き）
CCS長期ロードマップ検討会

最終とりまとめ（案） 説明資料
（2023年1月26日）
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【参考】CCSの今後の道行き
GX実行会議（第5回）

（2022年12月22日）資料2



１（５）LNG＋クレジットによるオフセット

⚫ 熱のカーボンニュートラル化に対する需要家ニーズに対応し、都市ガス事業者はJクレ
ジットやボランタリークレジットを活用した都市ガス供給を拡大中（約60者が提供）。

⚫ カーボン・クレジットの活用一般については、①多様なカーボン・クレジットの意義・活用方
法を整理すること、②カーボン・クレジットを通じた日本の排出量削減目標達成を促進す
るための取組の方向性を整理すること、③我が国における「カーボン・クレジット市場」の方
向性を示すことを目的として、昨年6月にカーボン・クレジット・レポートが策定されている。

⚫ 今後、都市ガス事業者が販売するクレジットを活用した都市ガスについても、需要家で
ある企業等の活用場面を念頭に、使用されるクレジットの性質・種類の選択が進むこ
とが想定される。

27
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カーボン・クレジット・レポートの概要
（2022年6月）
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カーボン・クレジット・レポートの概要
（2022年6月）
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カーボン・クレジット・レポートの概要
（2022年6月）
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１（６）都市ガスのカーボンニュートラル化の手段・現状の全体整理（案）
供給するガス種の変更 カーボンニュートラル化に資する手立て

合成メタン
（e-methane)

バイオガス・
バイオメタン

水素 CCUS/カーボンリサイク
ル

カーボン
クレジット

都市ガス供給へ
の
導入の現状

都市ガス事業者による供給

実績なし。

都市ガス事業者による限定

的な都市ガス利用。

一部の都市ガス事業者が

専用導管による小規模な

供給を開始予定。

都市ガスに係るCCSの利用

実績なし。（一部の都市ガ

ス事業者が都市ガスから排

出されるCO2のリサイクル実

証を実施）

都市ガス事業者による、ボ

ランタリークレジットを活用し

た都市ガス供給が拡大。

技術の成熟度 大規模で高効率の生産技

術を開発中。

実用化。 水素の利用技術については

開発途上。

－

規制・制度の今
後の道行き

◼ 認証や環境価値の移

転等の仕組みの検

討・整備。

◼ 様々な支援のあり方を

検討。

◼ CO2排出の取扱い

ルールの整備に向けた

調整。

－ ◼ 包括的な規制・支援に

関する制度整備。

（CCSについて）

◼ CCS事業法の整備

◼ インセンティブ制度、ク

レジット制度等の整備

◼ カーボン・クレジット・レ

ポートにより、活用に向

けた取組の方向性等を

整理。

都市ガス利用に
おけるSHK制度
※上の扱い

来年度検討される見込み。 バイオガス・バイオメタン由来

のCO2排出量は計上不要。

ガス事業者別排出係数の

設定においてバイオガス利

用を活用可能とする改正を

検討中。

－ － ガス事業者別排出係数の

設定においてクレジット利用

を活用可能とする改正を検

討中。

規制的手法によ
る導入促進

供給高度化法 －

技術開発や導
入に対する支援

NEDO事業やGI基金で生

産技術の開発を支援

◼ NEDO事業やGI基金で

輸送・貯蔵・利用等の

技術開発を支援

◼ 支援制度について水素

アンモニア小委で検討中

◼ NEDO事業やGI基金で

技術開発支援

◼ JOGMECでCCS事業

化支援

－

※温室効果ガス排出
量算定・報告・公表制
度（SHK制度）

石天課意

て現状でも排出を計上しなくて良いの

排出量は計上不要」でお願いい

「カーボン・クレジット・ガイドライン」とい
う記載がありますが、これは「カーボン・
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【参考】温対法 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度（SHK制度）
における都市ガス関連の検討状況

令和４年12月
温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度に

おける算定方法検討会中間取りまとめ
（温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度

における算定方法検討会）



２ 海外動向の概要
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【参考】各国のクリーンガス政策

⚫ IEAは、合成メタン、バイオメタン、水素等の低炭素ガスが、国内生産により市場のレジリ
エンスを強化するとともに、化石燃料輸入への依存度を大幅に低減するとして、エネル
ギー安定供給確保と脱炭素化の取組の努力との結節点であるとし、効果的な政策イニ
シアチブ、分野を特定した規制、国際協力の強化により、低炭素ガスの生産・普及を、
短期的、中期的に早めることができると指摘。

⚫ 各国は、バイオメタン、水素、合成メタン等によるクリーンガス政策を発表。

出典：IEA Gas Market Report,Q3-2022
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【参考】 「 Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 

COUNCIL on common rules for the internal markets in renewable and natural gases 
and in hydrogen COM/2021/803 final 」 （抜粋）

EXPLANATORY MEMORANDUM
1. CONTEXT OF THE PROPOSAL
1.1 Introduction
（略）
Fossil gas constitutes around 95% of today’s gaseous fuels 
consumed in the EU. Gaseous fuels, account for roughly 22% of 
total EU energy consumption today (including around 20% of 
EU electricity production, and 39% of heat production). 
According to the relevant scenarios used by the Climate Target 
Plan Impact Assessment, the share of gaseous fuels to total EU 
energy consumption in 2050 would be about 20%.Gaseous 
fuels will play an important part in the energy mix by 2050, 
requiring the decarbonisation of the gas sector via a 
forward-looking design for competitive decarbonised gas 
markets. Despite their minor contribution to the current 
EU energy mix, biogas, biomethane, renewable and low 
carbon hydrogen as well as synthetic methane (all 
together renewable and low carbon gases) would 
represent some 2/3 of the gaseous fuels in the 2050 
energy mix, with fossil gas with CCS/U (carbon capture, 
storage and utilisation) representing the remainder. The 
present initiative is equally part of the Fit-for-55 package.
（略）
The deployment of various renewable and low-carbon 
types of gases are likely to emerge in parallel and are 
expected to develop at a different pace across the EU:
·a hydrogen-based infrastructure will progressively 
complement the network for natural gas;
·a gas infrastructure in which fossil gas will progressively 
be replaced by other sources of methane.
（略）

出典：Factsheet on gas markets (15 December 2021)



３．本WGにおけるこれまでのご意見の概要
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【参考】第18回ガスWG（2021年6月1日）
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⚫ 化石燃料内部の燃料転換は非常に有効性がある。カーボンニュートラルＬＮＧについて、需要サイドから熱需
要に関して、ＣＯ２の排出係数を天然ガス並に下げるというような規制を30年に向けて導入することが効果的。
高度化法の中で、30年にメタネーションを何％導入するというのをバイオとは別立てで明示する必要がある。【橘
川委員】

⚫ 低炭素社会実現には、技術的な課題やコストの問題が非常に大きい。電気のように高額な再エネ賦課金が発
生すれば、海外企業が競争力を発揮し、日本のものづくりの空洞化になりかねない。支援するための補助金だ
けではなく、産官学の推進役を政府が強力に実施しなければ、国際的な競争に負けてしまう。【山野委員】

⚫ 水素社会や水素サプライチェーンを作るためには、早めの制度構築や、研究開発支援のシステムなどを作る必
要がある。【橋本委員】

⚫ 水素の直接利用も併用して健全に水素が全体として活用されること期待。カーボンニュートラルメタンからＣＯ
２を回収しカーボンネガティブにするといったビジョンを持ってもよいのではないか。【小林委員】

⚫ カーボンニュートラルは将来世代に持続可能な社会を残すためには不可避。これを前提にエネルギー事業や、ガ
ス事業制度を考える必要がある。クレジットの制度は、色々なものが乱立しており、ボランタリーなものもあるが、
心ある人がやるというレベルでは間に合わない。大きな形で制度の導入・整備をしていただきたい。【二村委員】

⚫ 長期的に見ればメタネーションで、既存のパイプラインをそのまま使えるというのは非常に大きな成果。カーボン
ニュートラルの加速化に向けて、水素のコストを安くすること、そのために国際的なサプライチェーンを構築すること
が必要。また、地産地消という観点も必要。【柏木委員】

⚫ 中長期的に見ると、需要側のニーズをどう掘り起こしていくかという視点が需要。ＦＩＴのようなものを入れるの
かというところも含め、国民負担といった観点も含めてニーズを捉え、カーボンフリーという価値を取引しやすい仕
組み作りも重要な視点。【市村委員】



【参考】第20回ガスWG（2022年4月26日）
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⚫ ＣＯ２を循環することが基本だが、少なくとも大口需要家では、利用した後ＣＯ２を分離・回収することをセットにするのか、供給側と利用後のＣＯ
２の処理というのをどうセットで議論していくのか、方向性を早めに出していただくのがよい。【小林委員】

⚫ メタネーションだけでなく、国際的にはe-fuelの方が汎用性があるので、ＣＯ２カウントの問題やインベントリの問題は、エコシステムとしてカーボンリサイ
クルフューエルの仲間を増やしていくべき。水素を持ってくるのは大変なので、水と二酸化炭素による次世代メタネーションに技術的に力を入れてもらい
たい。【橘川委員】

⚫ 合成メタンの調達コストはＬＮＧ価格よりも当面高いということであると需要家は躊躇せざるを得ない。合成メタンのCO２を回収する側、利用する側
にもインセンティブとなるような制度を希望する。【鈴木委員】

⚫ 炭素の帰属ルールが、国内での利益争いの結果、国際的に不整合なルールにならないか恐れている。国際的なルールが日本にとって著しく不利にな
らないような働きかけが重要。あるいは日本が早く国内でルールをまとめ、効率的で日本の国益に資する国際ルールとして誘導していくことが最も重要。
合成メタンがどのくらい使われるかは、ＬＮＧとのコスト競争力も影響するが、水素やアンモニアとの競争力にも依存することを十分認識し、それらに負
けないコストを目指すことが必要。【松村委員】

⚫ アンモニアとの比較で国のサポートが薄いという不満を持っている人もいるかもしれないが、アンモニアの場合は、ネットワークの整備が進まないと立ち上
がらない構造。国が、ネットワーク効果も考えながら、初期の段階で強力に後押しするのは経済理論的にもサポートできる。メタネーションは、既存のイ
ンフラが使えることが圧倒的なアドバンテージだとずっと主張してきたので、国のサポートがその分弱くなることがあっても、それは業界の従来の主張からも
ある意味やむを得ない。一方で、立ち上がり時期に、色々なサポートがあればコストを劇的に下げられ、その後は低いコストでも供給できるということで
の、初期のサポートは色々な産業でもあったし、メタネーションでもあるべき。サポートがあれば急速にコストが下げられることを説得することが最も重要。
【松村委員】

⚫ メタネーションは非常にチャレンジングな技術を集めたもので、コストアップが予想される。国としてもバックアップし、最終需要家が耐えられる範囲で応分
の負担をしつつ、都市ガスの脱炭素化が進んでいき、2050年にはカーボンニュートラルな都市ガスになっていくのが理想的。大手はメタネーションをしっ
かりやり、比較的小規模な事業者は証書による取り決めでカーボンニュートラルを実現する方法が適合的だと思うが、いずれも国の関わりが必要。【草
薙委員】

⚫ 合成メタンに関しては、どういうスタンダードなシステムを作るのかを考え、次にコストダウンを考えていくべき。今後サプライチェーンの構築やＣＯ２カウン
トをどうするか、技術開発へのサポートを議論していただき、ある程度技術が確立してきたらコスト削減の話をすべき。【橋本委員】

⚫ 日本のエネルギー安定供給を考えたときに、海外から持ってくるのが当たり前ではなく、国内でいかにメタネーションの技術を進め、国内で使っていけるか
ということを考えていただきたい。【大石委員】



39

【参考】都市ガスの需給対策について（2022年9月）

６．中期的な対策・検討課題

（２） 合成メタン・バイオガス・水素等の導入促進

２０５０年の都市ガスのカーボンニュートラルに向け、エネルギー基本計画では合成メタン、
バイオガス、水素等の導入を推進することとしている。カーボンニュートラルという政策目標に
加えて、エネルギーの安定供給という観点からも、代替ガスの導入促進を推進することが重
要である。


